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沖縄県介護職員初任者研修事業指定要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「施行令」という。）第

３条第１項第１号ロの規定に基づく介護員養成研修事業（以下「研修事業」という。）について、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、介護保険法施行

規則第２２条の２３第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成３０年３月３０日厚生労

働省告示第１８４号。以下「告示」という。）及び「介護員養成研修の取扱細則について（介護

職員初任者研修・生活援助従事者研修関係）」（平成３０年３月３０日老振発０３３０第１号 厚

生労働省老健局振興課長通知。以下「取扱細則」という。）に定めるもののほか、介護員養成に

関し、その他必要な事項を定める。 

 

第２条  略 

 

（事業者指定の申請） 

第３条 事業者の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、初回の研修の受講者募    

集を開始する２ヶ月前までに、沖縄県介護職員初任者研修事業者指定申請書（第１号様式）を、

次条に規定する沖縄県介護職員初任者研修指定申請書（第２号様式）とともに、知事に提出しな

ければならない。 

 
（研修指定の申請） 

第４条 事業者は、研修の指定を受けようとするときは、その都度、受講者の募集を開始する２ヵ    

月前までに、沖縄県介護職員初任者研修指定申請書（第２号様式）に、下記に掲げるものを添付

して知事に提出しなければならない。なお、(16)から(18)については、毎年度の初回申請時のみ

の提出でよいものとする。 

(1) 研修事業担当部署の名称、所在地、電話番号及び担当者名 

(2) 研修の目的 

(3) 定員及び募集手続き等（募集開始日含む。） 

(4) 研修のカリキュラム 

(5) 研修の日程表（参考１） 

(6) 研修会場（会場名、所在地及び使用備品を置いた平面図） 

(7) 参加費及び収支予算書 

(8) 使用テキスト（通信方法による場合は、添削指導に係る教材資料を含む。） 

(9) 主な使用備品 

(10) 実習に利用しようとする施設等の名称、所在地及び設置者の氏名（法人名）並びに実習施

設承諾書及び実習計画表、実習日誌の様式（実習を行う場合のみ） 

  （実習施設承諾書→参考２、実習日誌→参考８） 

(11) 講師の氏名、履歴及び担当科目並びに専任又は兼任の別（参考３、４） 

(12) 研修修了の認定方法及び修了証明書の様式 

 

参考７ 実習修了確認書 ……………………………………………………………20 

参考８ 実習日誌 ……………………………………………………………………21 

参考９ 補講修了確認書 ……………………………………………………………22 

参考 10  講師出講確認書 ……………………………………………………………23 
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（趣 旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「施行令」という。）

第３条第１項第２号の規定に基づく介護員養成研修事業（以下「研修事業」という。）について、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、介護保険法施行

規則第２２条の２３第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成１８年厚生労働省告示第

２１９号。以下「告示」という。）及び「介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者

研修関係）」（平成２４年３月２８日老振発０３２８第９号厚生労働省老健局振興課長通知。以

下「取扱細則」という。）に定めるもののほか、指定の手続きその他必要な事項を定める。 

 

 

第２条  略 

 

（事業者指定の申請） 

第３条 事業者の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、初回の研修の受講者募    

集を開始する２ヶ月前までに、介護職員初任者研修事業者指定申請書（第１号様式）を、次条に

規定する介護職員初任者研修指定申請書（第２号様式）とともに提出しなければならない。 

 

 

 

（研修指定の申請） 

第４条 事業者は、研修の指定を受けようとするときは、その都度、受講者の募集を開始する２ヵ    

月前までに、介護職員初任者研修指定申請書（第２号様式）に、下記に掲げるものを添付して知

事に提出しなければならない。なお、(16)から(18)については、毎年度の初回申請時のみの提出

でよいものとする。 

(1) 研修事業担当部署の名称、所在地、電話番号及び担当者名 

(2) 研修の目的 

(3) 定員及び募集手続き等（募集開始日含む。） 

(4) 研修のカリキュラム 

(5) 研修の日程表（参考１） 

(6) 研修会場（会場名、所在地及び使用備品を置いた平面図） 

(7) 参加費及び収支予算書 

(8) 使用テキスト（通信方法による場合は、添削指導に係る教材資料を含む。） 

(9) 主な使用備品 

(10) 実習に利用しようとする施設等の名称、所在地及び設置者の氏名（法人名）並びに実習施

設承諾書及び実習計画表、実習日誌の様式（実習を行う場合のみ） 

  （実習施設承諾書→参考２、実習日誌→参考８） 

(11) 講師の氏名、履歴及び担当科目並びに専任又は兼任の別（参考３、４） 

(12) 研修修了の認定方法及び修了証明書の様式 
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(13) 研修責任者及び研修コーディネーターの履歴 

(14) 研修の一部免除の有無（有の場合はその対象者と免除科目範囲） 

(15) 向こう２年間の研修計画及び財政計画 

(16) 申請者の事業概要及び組織概要 

(17) 申請者の収支状況及び資産状況 

(18) 申請者の定款、寄附行為又はその他の規約 

(19) 損害賠償についてわかる書類 

２ 既に生活援助従事者研修の事業者として指定されている者が介護職員初任者研修の事業者とし

て指定を受けようとするときは、(16)から(18)については、提出を省略することができる。 

３ 講義を通信学習の方法によって行う研修の場合、同条第１項に定める書類のうち(5)を、次に掲

げる書類に変更し提出しなければならない。 

 (1)通信研修日程表（参考５） 

   (2)通学研修日程表（通信課程）（参考６） 

 

（指定の決定） 

第５条 知事は、前２条により事業者の指定を受けようとする者から申請があり、申請内容が指定    

基準を満たすと認められる場合、介護職員初任者研修事業者としての指定及び初回の研修の指定

を行い、申請者に対し、沖縄県介護職員初任者研修事業者指定通知書（第３号様式）及び沖縄県

介護職員初任者研修指定通知書（第４号様式）を交付する。 

２ 知事は、審査を行うにあたり、必要に応じて、申請内容について、申請者に対し照会を行い、

報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

３ 知事は、不指定の決定をしたときは、申請者に対し、理由を付してその旨通知する。 

４ 知事は、申請の内容が施行令、省令、告示、取扱細則又はこの要綱に規定する形式上の要件を 

満たさないときは、相当の期間を定めて申請者に補正を求め、申請者が期間内に補正を行わない 

ときは、理由を付して申請を却下することができる。 

５ 知事は、前２項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

第６条～第７条  略 

 

（変更等の届出） 

第８条 事業者は、第３条及び第４条による申請の内容を変更又は第４条に基づき申請した研修を

休講するときは、次の手続きにしたがって、沖縄県介護職員初任者研修事業 変更・休講 届（第

５号様式）に、関係書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（１）事業者に関する事項について変更があった場合は、第５号様式に、変更後の関係書類を添

付して、変更した日から１０日以内に提出する。 

（２）研修内容に関する事項について変更をする場合は、第５号様式に、変更後の関係書類を添    

付し、変更することとした日から１０日以内に提出する。 

（３）研修を休講する場合は、第５号様式に、休講理由を記入して、休講することとした日から   

１０日以内に提出する。 

２ 知事は、届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行うこと 

ができる。 

 

（事業休止の届出） 

第９条 事業休止とは、研修を４月から翌々年３月までの２年度間にわたり開講しない（開講する    

年度とは、研修開講日が属する年度をいう。）場合をいう。事業者は、その２年度に限り事業の

休止をすることができる。ただし、新たに指定を受けた最初の研修の開講日が翌々年度以降にな

り、実施しない年度が生じる場合は休止とならない。 

２ 事業者は、研修を休止又は再開する場合には、休止は事業者が決定後１０日以内に、再開は研  

修の募集開始の２ヶ月前までに、沖縄県介護職員初任者研修事業 廃止・休止・再開 届（第６号

様式）を知事に提出しなければならない。 

３ 研修を再開する場合には、前項の届出に合わせて、研修指定の申請をしなければならない。 

(13) 研修責任者及び研修コーディネーターの履歴 

(14) 研修の一部免除の有無（有の場合はその対象者と免除科目範囲） 

(15) 向こう２年間の研修計画及び財政計画 

(16) 申請者の事業概要及び組織概要 

(17) 申請者の収支状況及び資産状況 

(18) 申請者の定款、寄附行為又はその他の規約 

(19) 損害賠償についてわかる書類 

 

 

２ 講義を通信学習の方法によって行う研修の場合、前項に定める書類のうち(5)を、次に掲げる書

類に変更し提出しなければならない。 

 (1)通信研修日程表（参考５） 

   (2)通学研修日程表（通信課程）（参考６） 

 

（指定の決定） 

第５条 知事は、前２条により事業者の指定を受けようとする者から申請があり、申請内容が指定    

基準を満たすと認められる場合、介護職員初任者研修事業者としての指定及び初回の研修の指定

を行い、申請者に対し、介護職員初任者研修事業者指定通知書（第３号様式）及び介護職員初任

者研修指定通知書（第４号様式）を交付する。 

２ 知事は、審査を行うにあたり、必要に応じて、申請内容について、申請者に対し照会を行い、

報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

３ 知事は、不指定の決定をしたときは、申請者に対し、理由を付してその旨通知する。 

４ 知事は、申請の内容が施行令、省令、告示、取扱細則又はこの要綱に規定する形式上の要件を

満たさないときは、相当の期間を定めて申請者に補正を求め、申請者が期間内に補正を行わない

ときは、理由を付して申請を却下することができる。 

５ 知事は、前２項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

第６条～第７条  略 

 

（変更等の届出） 

第８条 事業者は、第３条及び第４条による申請の内容を変更又は第４条に基づき申請した研修を

休講するときは、次の手続きにしたがって、介護職員初任者研修事業 変更・休講 届（第５号

様式）に、関係書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（１）事業者に関する事項について変更があった場合は、第５号様式に、変更後の関係書類を添

付して、変更した日から１０日以内に提出する。 

（２）研修内容に関する事項について変更をする場合は、第５号様式に、変更後の関係書類を添    

付し、変更することとした日から１０日以内に提出する。 

（３）研修を休講する場合は、第５号様式に、休講理由を記入して、休講することとした日から   

１０日以内に提出する。 

２ 知事は、届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行うこと

ができる。 

 

（事業休止の届出） 

第９条 事業休止とは、研修を４月から翌々年３月までの２年度間にわたり開講しない（開講する    

年度とは、研修開講日が属する年度をいう。）場合をいう。事業者は、その２年度に限り事業の

休止をすることができる。ただし、新たに指定を受けた最初の研修の開講日が翌々年度以降にな

り、実施しない年度が生じる場合は休止とならない。 

２ 事業者は、研修を休止又は再開する場合には、休止は事業者が決定後１０日以内に、再開は研  

修の募集開始の２ヶ月前までに、介護職員初任者研修事業 廃止・休止・再開届（第６号様式）

を知事に提出しなければならない。 

３ 研修を再開する場合には、前項の届出に合わせて、研修指定の申請をしなければならない。 
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４ 知事は、事業者が休止期間を過ぎても再開届を提出しない場合は、研修事業を廃止したものと  

みなす。 

５ 知事は、前３項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

（事業廃止の届出） 

第１０条 事業者は、研修事業を廃止する場合には、廃止をすることとした日から１０日以内に、     

沖縄県介護職員初任者研修事業 廃止・休止・再開 届（第６号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

２ 知事は、事業者から届け出がなく養成研修が２年間開講されない場合は、研修事業を廃止した  

ものとみなす。 

３ 知事は、第１項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

第１１条～第１２条  略 

 

（実績報告書等の提出） 

第１３条 事業者は、研修終了後２ヵ月以内に、沖縄県介護職員初任者研修実績報告書（第７号様

式）のほか、沖縄県介護職員初任者研修研修修了者名簿（第８号様式）及び次に掲げるものの原

本又は写しを知事に提出するものとする。 

(１) 受講者の出席簿（写し） 

(２) 実習修了確認書（参考７）（実習を行った場合のみ） 

(３) 実習日誌（参考８）（実習を行った場合のみ） 

(４) 補講修了確認書（参考９）（補講を行った場合のみ） 

(５) 講師出講確認書（参考１０） 

(６) 免除者に関する証明書類（介護業務従事証明書等）（実施要綱別紙５） 

 

第１４条～第１５条  略 

 

  附 則 

 １ この要綱は、平成２５年１月９日から施行する。 

   ただし、介護職員初任者研修の実施は平成２５年４月１日からとする。 

 ２ 沖縄県介護員養成研修事業指定要綱は平成２６年３月３１日をもって廃止する 
 

 附 則 

１ この要綱は、平成２６年６月１２日から施行する。 

 

 附 則 

１ この要綱は、平成３０年５月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 知事は、事業者が休止期間を過ぎても再開届を提出しない場合は、研修事業を廃止したものと  

みなす。 

５ 知事は、前３項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

（事業廃止の届出） 

第１０条 事業者は、研修事業を廃止する場合には、廃止をすることとした日から１０日以内に、     

介護職員初任者研修事業 廃止・休止・再開 届（第６号様式）を知事に提出しなければならな

い。 

２ 知事は、事業者から届け出がなく養成研修が２年間開講されない場合は、研修事業を廃止した  

ものとみなす。 

３ 知事は、第１項の届出の内容が適当でないと判断したときは、事業者に対し、必要な指示を行  

うことができる。 

 

第１１条～第１２条  略 

 

（実績報告書等の提出） 

第１３条 事業者は、毎事業年度終了後２ヵ月以内に、介護職員初任者研修実績報告書（第７号      

様式）のほか、介護職員初任者研修研修修了者名簿（第８号様式）及び次に掲げるものの原本又

は写しを知事に提出するものとする。 

(１) 受講者の出席簿 

(２) 実習修了確認書（実習を行う場合）（参考７） 

(３) 実習日誌（実習を行う場合）（参考８） 

(４) 補講修了確認書 （参考９） 

(５) 講師出講確認書 （参考１０） 

(６) 免除者に関する証明書類（介護業務従事証明書等）（実施要綱別紙５） 

 

第１４条～第１５条  略 

 

  附 則 

 １ この要綱は、平成２５年１月９日から施行する。 

   ただし、介護職員初任者研修の実施は平成２５年４月１日からとする。 

 ２ 沖縄県介護員養成研修事業指定要綱は平成２６年３月３１日をもって廃止する 
 

 附 則 

１ この要綱は、平成２６年６月１２日から施行する。 
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